
５　業績推移と今後の計画

株式会社　日本政策金融公庫　御中

住　　　　所 期 期 期 期 期 期

商号又は名称

代 表 者 名

１　事業の概要、商品、サービスの特性

２　新型コロナウイルス感染症の影響

６　借入金・社債の期末残高推移（※協調支援予定を含む。）

３　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた今後の見込み

期 期 期 期 期 期

４　事業の継続・発展を図るために必要な資金
≪認定支援機関による支援を受けて事業計画書を策定する方は、同意事項を確認のうえ、項目７および項番８についてご記載ください。≫

自己資金

(内訳)

日本政策金融公庫 国民生活事業からの借入

上記のお客さまの情報の利用目的を確認し、利用することに同意します。

 民間金融機関からの借入

▲▲信金 ７　認定支援機関の所見等

◆◆

融資

店舗改装、ソフトウェア購入など 令和４年３月

(内訳)
 ベンチャーキャピタル等からの出資

８　認定支援機関連絡先

※融資決定前および融資後１年以内に状況確認のため公庫から協調支援予定先に連絡させていただくことがありますので、

取引金融機関に事前にご了解を得ておいてください。

（令和３年６月）

5,5005,500

（単位：万円）

支援時期：

　支援内容：

　支援時期：

2,500

合           計

5,500

1,500

運
転
資
金

諸経費支払資金など
必  要  な  資  金

ソフトウェア開発に伴う外注費

その他諸経費

人件費 2,000

機関名
□□会計事務所

税理士　☆☆　★★

住所 ○県□市△町２－２－２

●●（担当者名）

　出資先名：

担当者名：

≪本計画の評価≫

電話番号 XX-XXXX-XXXX

調  達　の  方  法

4,000

1,000

金額

合           計

○県□市△町１－１－１

株式会社国民商事

代表取締役　国民　太郎

金融機関名：

　担当者名：

金    額

令和　●年　●月　●日

新型コロナウイルス感染症対策挑戦支援資本強化特別貸付　事業計画書

Ｒ3/12

30

Ｒ2/12 Ｒ3/12

2,000
減価償却費 30

売上高

（単位：万円）

前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 最終目標

Ｒ2/12 Ｒ4/12

5,000 5,500 6,000 6,700
売上原価 900 900

12,000

950 980

30

1,020

30 30

8,000

6,980 10,767

うち減価償却費 30

Ｒ4/12 Ｒ5/12 Ｒ6/12 Ｒ13/12

30

6,190 6,590 6,640 6,690

1,233

売上高総利益 4,100 4,600 5,050 5,720

7,890
人件費 3,500 4,000 4,200 4,200 4,200 5,000

販売管理費 5,500

30

うち役員報酬 2,000 2,000 2,000 2,000 3,000

-1,590 -1,540 -920 290

30 30 3030

2,877
営業外収益 30 30 30 30 30 30

営業利益 -1,400

110 2,697

営業外費用 40 40 50 150 210

0 0 0 0

210
経常利益 -1,410 -1,600 -1,560 -1,040

0
法人税等 0 0 0 0 0 1,349

特別損益 0

-4,570 -5,610 3,077

当期利益 -1,410 -1,600 -1,560 -1,040 110

次期累計利益 -1,410 -3,010 -4,570 -5,610

1,348
前期累計利益 ― -1,410 -3,010

-5,500

7,600 8,360 10,700 9,590

4,426

8,500 14,000総資産 6,000 9,000 8,200 9,500

5,163
自己資本 3,000 1,400 -160 -1,200 -1,090 8,837

総負債 3,000

計画１期目 計画２期目 計画３期目 最終目標

既
存
借
入
金

○○銀行 1,000 850 700
▲▲信金 1,000 900 2,300

公庫 4,000 4,000

（単位：万円）

550 400 2,000

調達先
前期実績 今期見込

4,000 0

2,200 2,100 1,500

小計 2,000 5,750 7,000 6,750 6,500

5,750

3,500
社債 0 0 0 0 0 0

・新型コロナウイルス感染症の影響に対して、在宅勤務の推進や飲食デリバリーサービスの需要増大など、新たな
生活様式が始まっている。こうした状況下でも、採用数を伸ばしている業態もあるため、今まで以上に的確に労働
市場を読み取り、新たな生活様式に適応した人材マッチングの推進を強化する。
・今回の資金は、向こう１年間の運転資金と、クラウドＥＲＰシステム開発資金として活用する。

3,500

新規借入金 0 4,000 1,500 0 0
合計 2,000

Ｒ5/12 Ｒ6/12 Ｒ13/12

0

7,000 6,750 6,500

4,000

設
備
資
金 支援内容：

【お客さまの情報の利用に関する同意】
　ご提供いただきましたお客さまの情報および今後ご提供いただきます下記のお客さまの情報につきましては、本融資制度の利用期間中、本制度を
適切かつ円滑に履行するために株式会社日本政策金融公庫と認定経営革新等支援機関との間において情報交換することを目的として、利用します。
（１）資産・負債等財務に関する情報、本事業計画書および付属書面等本事業計画を作成するにあたり提出する書面に記載のすべての情報
（２）その他本融資制度の運用に必要な情報

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、一時的に資金繰りが逼迫しているが、影響を受けるまでは、他社とは差
別化されたサービスが評価され、利用者数は順調に増加していた。コロナの収束時期は読めないが、サービスの強み
を活かして適材適所に経営資源を投入することで、中長期的に黒字化は見込まれる。計画は妥当である。

・「○○」リリース以降、雑誌や新聞などのメディアに多数取り上げられ、順調にユーザーを獲得。業況拡大局面
にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、休業する事業所や採用を控える企業が増加し、労働市場
が鈍化。アクティブユーザーは大幅に減少している。創業間もない弊社は、先行して広告費などを投入することで
ユーザーの獲得に注力してきたため、足元の資金繰りが急激に悪化している。

・当社は平成30年１月に代表取締役▲▲が創業したソフトウェア開発業。多様な人材をスポットで雇用したい個人
事業主や中小企業と、自らのライフサイクルに合わせて柔軟に働きたいフリーランス人材をマッチングするアプリ
を開発し、平成30年４月にサービスをリリース。令和元年10月には、●●ベンチャーキャピタルより、5,000万円の
出資を受け入れた。
・現在は、当アプリのアクティブユーザーである個人事業主や中小企業をターゲットにしたクラウドＥＲＰシステ
ムを開発中である。

ご署名またはゴム印（社判）を押印ください。

ご署名またはゴム印（社判）を押印ください。

記入例１



（参考様式）事業計画書の項目「５　業績推移と今後の計画」の最終目標を作成する場合などに適宜ご活用ください。 （単位：万円）
前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 計画４期目 計画５期目 計画６期目 計画７期目 計画８期目 計画９期目 計画１０期目 計画１１期目 計画１２期目 計画１３期目 計画１４期目 計画１５期目 計画１６期目 計画１７期目 計画１８期目 計画１９期目 計画２０期目

(R2年12月期) (R3年12月期) (R4年12月期) (R5年12月期) (R6年12月期) (R7年12月期) (R8年12月期) (R9年12月期) (R10年12月期) (R11年12月期) (R12年12月期) (R13年12月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期)

5,000 5,500 6,000 6,700 8,000 10,000 10,000 10,000 10,000 12,000 12,000 12,000

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）

900 900 950 980 1,020 1,050 1,050 1,050 1,050 1,233 1,233 1,233

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

4,100 4,600 5,050 5,720 6,980 8,950 8,950 8,950 8,950 10,767 10,767 10,767

人件費 3,500 4,000 4,200 4,200 4,200 4,500 4,500 4,500 4,500 5,000 5,000 5,000

家賃 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

減価償却費 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

その他経費 1,611 1,800 2,000 2,050 2,100 2,200 2,200 2,200 2,200 2,500 2,500 2,500

合計　④ 5,500 6,190 6,590 6,640 6,690 7,090 7,090 7,090 7,090 7,890 7,890 7,890

-1,400 -1,590 -1,540 -920 290 1,860 1,860 1,860 1,860 2,877 2,877 2,877

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

40 40 50 150 210 210 210 210 210 210 210 210

8 10 12 12 50 30 60 60 60 60 60 60

-1,410 -1,600 -1,560 -1,040 110 1,680 1,680 1,680 1,680 2,697 2,697 2,697

-1,350 -1,540 -1,500 -980 170 1,740 1,740 1,740 1,740 2,757 2,757 2,757

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

-1,410 -1,600 -1,560 -1,040 110 1,680 1,680 1,680 1,680 2,697 2,697 2,697

0 0 0 0 0 0 0 0 840 1,349 1,349 1,349

-1,410 -1,600 -1,560 -1,040 110 1,680 1,680 1,680 840 1,349 1,349 1,349

－ -1,410 -3,010 -4,570 -5,610 -5,500 -3,820 -2,140 -460 380 1,729 3,077

-1,410 -3,010 -4,570 -5,610 -5,500 -3,820 -2,140 -460 380 1,729 3,077 4,426

4,000

1,500 3,000

（注１）複数の事業を行っている場合、（　　）内には本資金にかかる事業について記入してください。

（注２）税金の支払額を計上するものであり、税引前当期純利益がマイナスの場合は“０”としてください。

（公庫処理欄）

（令和３年３月）

次期累計利益分　⑭（⑫＋⑬）

コロナ資本性ローンによる調達予定額（公庫）

ベンチャーキャピタル、
民間金融機関からの調達予定額

減価償却前経常利益（⑧＋減価償却費）

特別損益　⑨

税引前当期純利益　⑩（⑧＋⑨）

法人税住民税及び事業税　⑪（⑩/２）（注
２）

税引後当期純利益　⑫（⑩－⑪）

前期累計利益分　⑬（前期の⑭）

販
売
管
理
費

営業利益　⑤（③－④）

営業外収益　⑥

営業外費用　⑦

（うち支払利息割引料）

経常利益　⑧（⑤＋⑥－⑦）

売上高　①

（注１）

売上原価（仕入高）　②

（うち減価償却費）

売上総利益　③（①－②）



５　業績推移と今後の計画

株式会社　日本政策金融公庫　御中

住　　　　所 期 期 期 期 期 期
商号又は名称

代 表 者 名

１　事業の概要、商品、サービスの特性

２　新型コロナウイルス感染症の影響

６　借入金・社債の期末残高推移（※協調支援予定を含む。）

３　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた今後の見込み

期 期 期 期 期 期

４　事業の継続・発展を図るために必要な資金

≪認定支援機関による支援を受けて事業計画書を策定する方は、同意事項を確認のうえ、項目７および項番８についてご記載ください。≫

自己資金

(内訳)

日本政策金融公庫 国民生活事業からの借入

上記のお客さまの情報の利用目的を確認し、利用することに同意します。

 民間金融機関からの借入

▲▲信金 ７　認定支援機関の所見等

◆◆

融資
改装工事費用 令和５年12月

→お食事処を客室（２室）に改装
 ベンチャーキャピタル等からの出資

８　認定支援機関連絡先

※融資決定前および融資後１年以内に状況確認のため公庫から協調支援予定先に連絡させていただくことがありますので、

取引金融機関に事前にご了解を得ておいてください。

（令和３年６月）

（担当者名）

□□会計事務所
税理士　☆☆　★★ ●●合           計 3,500 合           計 3,500

住所 ○県□市△町２－２－２

支援内容： 電話番号 XX-XXXX-XXXX

機関名

　出資先名：

担当者名：

設
備
資
金

1,000 　支援時期：

支援時期：

　担当者名： ≪本計画の評価≫

　支援内容： 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、一時的に資金繰りが逼迫しているが、影響を受けるまでは、他の旅館とは差
別化されたサービスが評価され、利用者数は順調に増加していた。今後、インバウンド需要の回復や今回の設備投資の効
果等により、黒字化が見込まれる。計画は妥当である。

運
転
資
金

諸経費支払資金など 2,500 【お客さまの情報の利用に関する同意】
　ご提供いただきましたお客さまの情報および今後ご提供いただきます下記のお客さまの情報につきましては、本融資制度の利用期間中、本制度を適切かつ円滑に履行するために株式会
社日本政策金融公庫と認定経営革新等支援機関との間において情報交換することを目的として、利用します。
（１）資産・負債等財務に関する情報、本事業計画書および付属書面等本事業計画を作成するにあたり提出する書面に記載のすべての情報
（２）その他本融資制度の運用に必要な情報

人件費 800 2,500

1,000
金融機関名：

その他諸経費 200
日本公庫（国民）の既存借入金借換 1,500

10,800
（単位：万円）

必  要  な  資  金 金額 調  達　の  方  法 金    額

合計 11,800 12,900 12,000 12,900 12,000

0
新規借入金 0 3,500 0 1,800 0 0

社債 0 0 0 0 0
小計 11,800 12,900 12,000 12,900 12,000 10,800

0公庫（資本性Ｌ） 0 2,500 2,500 2,500 2,500

10,500
公庫（コロナ融資） 1,500 0 0 0 0 0

100 300 200 300
▲▲信金 10,000 10,200 9,400 10,100 9,300

・今回のコロナ資本性ローンによるコロナ融資の借換で返済負担を軽減し、資金繰りの長期安定を図る。

・業績改善を目指すべく、インバウンド増加を好機と捉え、以下の取組みを実施する。
①　令和５年12月にお食事処として利用していたスペースを客室（２室）に改装するとともに、ほかの部屋も計画的にリ
ニューアル工事を実施し、グレードの高い客室を増やすことで富裕層の外国人観光客を取り込み、客室単価の向上を図る
（改装後45,000～50,000円）。
②　付近にコンビニ等がないため、施設内の売店において酒類をはじめとしたドリンクの販売を強化。部屋に居ながら手
軽に注文できるようにモバイルオーダーシステムを導入する。モバイルオーダーは英語など10か国語に対応しているた
め、外国人客の利用も期待できる。また、地元の酒蔵に協力してもらい、少々値の張る日本酒や地ビールも販売予定

Ｒ4/12 Ｒ5/12 Ｒ6/12 Ｒ7/12 Ｒ8/12

既
存
借
入
金

○○銀行 300 200

（単位：万円）

調達先
前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 最終目標

Ｒ20/12

1,879自己資本 -2,080 -2,372 -2,469 -2,390 -2,077
15,300 15,171 16,797 16,247 15,463 13,615

総資産 13,958 13,537 15,066 14,595 14,124
-379 -671 -768 -689 -376 3,579

329
・令和２年５月～９月は完全休業。R2/12期、R3/12期、R4/12期と３期連続で赤字決算となり、赤字補填のため、日本政
策金融公庫（国民）や▲▲信金のコロナ融資等で資金繰りをつけた。

・新型コロナウイルスの５類移行後は旅行需要が回復し、コロナ前（R1/12期・黒字決算）と同水準の売上（月商900万円
前後）を確保できているが、仕入価格や人件費の高騰などにより費用が嵩んだため、R5/12期も赤字となる見込み

前期累計利益 ― -379 -671 -768 -689 3,250
次期累計利益

当期利益 -379 -292 -97 79 313

15,866
総負債

0
法人税等 7 7 7 7 7 59
特別損益 0 0 0 0 0

250
経常利益 -372 -285 -90 86 320 388

営業外費用 236 268 260 258 250

540 608
営業外収益 27 30 30 30 30 30

1,000 1,200
減価償却費 421 421 471 471 471 675

・昭和50年創業。●●温泉街に立地。客室は全15室（うち露天風呂付３室）。平時の客室稼働率は60％前後。敷地内に元湯を
有しており、源泉かけ流しの温泉が自慢。温泉は内湯2か所と露天1か所で、事前予約で貸切利用も可能
・宿泊料金は同温泉街の旅館の中ではやや高価格帯の設定（客室単価40,000円前後）。もともとは少人数でゆっくりくつろぎ
たい夫婦、カップルなどをメインターゲットとしていたが、海外の旅行雑誌に掲載されたことがきっかけで外国人客の割合が
増えつつある（日本人７：外国人３）。
・料理は自家菜園で採れた野菜や天然の山菜、地元の新鮮な海の幸を使った四季折々の手作り料理を部屋食で提供
・令和４年に客室2室と、内湯・露天風呂のリニューアル工事を20百万円かけて実施した。リニューアル後は当該客室の客室単
価が3,000円上昇

うち役員報酬 1,000 1,000 1,000 1,000

営業利益 -163 -47 140 314

9,788
人件費 3,662 3,800 4,000 4,400 4,680 5,265

販売管理費 7,284 7,400 7,600 8,200 8,700

0 0
新型コロナウイルス感染症対策挑戦支援資本強化特別貸付　事業計画書 売上高総利益 7,121 7,353 7,740 8,514 9,240 10,395

うち減価償却費 0 0 0 0

12,000 13,500
代表取締役　■■　■■ 売上原価 2,079 2,147 2,260 2,486 2,760 3,105
株式会社 ■■旅館 売上高 9,200 9,500 10,000 11,000

Ｒ4/12 Ｒ5/12 Ｒ6/12 Ｒ7/12 Ｒ8/12 Ｒ20/12

令和　●年　●月　●日

（単位：万円）

前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 最終目標

○県□市△町１－１－１

ご署名またはゴム印（社判）を押印ください。

ご署名またはゴム印（社判）を押印ください。

記入例２



（参考様式）事業計画書の項目「５　業績推移と今後の計画」の最終目標を作成する場合などに適宜ご活用ください。 （単位：万円）
前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 計画４期目 計画５期目 計画６期目 計画７期目 計画８期目 計画９期目 計画１０期目 計画１１期目 計画１２期目 計画１３期目 計画１４期目 計画１５期目 計画１６期目 計画１７期目 計画１８期目 計画１９期目 計画２０期目

(R2年12月期) (R3年12月期) (R4年12月期) (R5年12月期) (R6年12月期) (R7年12月期) (R8年12月期) (R9年12月期) (R10年12月期) (R11年12月期) (R12年12月期) (R13年12月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期) (　年　月期)

（　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）

人件費

家賃

減価償却費

その他経費

合計　④

－

（注１）複数の事業を行っている場合、（　　）内には本資金にかかる事業について記入してください。

（注２）税金の支払額を計上するものであり、税引前当期純利益がマイナスの場合は“０”としてください。

（公庫処理欄）

（令和３年３月）

次期累計利益分　⑭（⑫＋⑬）

コロナ資本性ローンによる調達予定額（公庫）

ベンチャーキャピタル、
民間金融機関からの調達予定額

前期累計利益分　⑬（前期の⑭）

販
売
管
理
費

営業利益　⑤（③－④）

営業外収益　⑥

営業外費用　⑦

（うち支払利息割引料）

経常利益　⑧（⑤＋⑥－⑦）

減価償却前経常利益（⑧＋減価償却費）

特別損益　⑨

税引前当期純利益　⑩（⑧＋⑨）

法人税住民税及び事業税　⑪（⑩/２）（注２）

税引後当期純利益　⑫（⑩－⑪）

売上総利益　③（①－②）

売上高　①

（注１）

売上原価（仕入高）　②

（うち減価償却費）
・参考様式（長期の事業計画）の作成は任意です。

・計画４期目以降に大幅な業績の変動が見込まれる場合などは、
適宜ご活用ください。



５　業績推移と今後の計画

株式会社　日本政策金融公庫　御中

住　　　　所 期 期 期 期 期 期

商号又は名称

代 表 者 名

１　事業の概要、商品、サービスの特性

２　新型コロナウイルス感染症の影響

６　借入金・社債の期末残高推移（※協調支援予定を含む。）

３　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた今後の見込み

期 期 期 期 期 期

４　事業の継続・発展を図るために必要な資金

≪認定支援機関による支援を受けて事業計画書を策定する方は、同意事項を確認のうえ、項目７および項番８についてご記載ください。≫

自己資金

(内訳)

日本政策金融公庫 国民生活事業からの借入

上記のお客さまの情報の利用目的を確認し、利用することに同意します。

 民間金融機関からの借入

７　認定支援機関の所見等

改装工事費用

 ベンチャーキャピタル等からの出資

８　認定支援機関連絡先

※融資決定前および融資後１年以内に状況確認のため公庫から協調支援予定先に連絡させていただくことがありますので、

取引金融機関に事前にご了解を得ておいてください。

（令和３年６月）

（担当者名）合           計 合           計

住所

支援内容： 電話番号

機関名

　出資先名：

担当者名：

設
備
資
金

　支援時期：

支援時期：

　担当者名： ≪本計画の評価≫

　支援内容：

運
転
資
金

諸経費支払資金など
【お客さまの情報の利用に関する同意】
　ご提供いただきましたお客さまの情報および今後ご提供いただきます下記のお客さまの情報につきましては、本融資制度の利用期間中、本制度を適切かつ円滑に履行するために株式会
社日本政策金融公庫と認定経営革新等支援機関との間において情報交換することを目的として、利用します。
（１）資産・負債等財務に関する情報、本事業計画書および付属書面等本事業計画を作成するにあたり提出する書面に記載のすべての情報
（２）その他本融資制度の運用に必要な情報

人件費

金融機関名：

その他諸経費

日本公庫（国民）の既存借入金借換

（単位：万円）

必  要  な  資  金 金額 調  達　の  方  法 金    額

合計 7,000 8,300
新規借入金 0 3,000

社債 0 0
小計 7,000 8,300

公庫（資本性Ｌ） 0 1,500
公庫(コロナ融資) 1,000 0

□□信組 0 1,500
▲▲信金 5,000 4,500

R4/12 R5/12

既
存
借
入
金

○○銀行 1,000 800

（単位：万円）

調達先
前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 最終目標

自己資本

総資産

前期累計利益 —

次期累計利益

当期利益

総負債

法人税等

特別損益

経常利益

営業外費用

営業外収益

減価償却費

うち役員報酬

営業利益

人件費

販売管理費

新型コロナウイルス感染症対策挑戦支援資本強化特別貸付　事業計画書 売上高総利益

うち減価償却費

売上原価

売上高

令和　 年　 月　 日

（単位：万円）

前期実績 今期見込 計画１期目 計画２期目 計画３期目 最終目標
ご署名またはゴム印（社判）を押印ください。

ご署名またはゴム印（社判）を押印ください。

＜記入のポイント＞
□ 宿泊施設やサービス内容の概要、自社の持つ強み（競合他社との差別化要因等）などを具体的に記載してください。
（例）業歴、立地、客室数（または定員数）、客室稼働率（または定員稼働率）、客室単価（または宿泊単価）、

対象顧客層、セールスポイント、インバウンド客の有無等

＜記入のポイント＞

□ コロナ禍が自社に与えた影響について、可能な限り具体的に（実績数値の変動などを用いて）記載してください。

□ コロナ禍の長期化に対して、自社が取り組んできた対策とその効果を可能な限り具体的に記載してください。

＜記入のポイント＞

□ 左ページに記載した今後の取組みを反映した数値計画を記載してください。

□ 今後の計画（数値計画）の策定においては、次のポイントをご参照ください。

（１）今後の業績予測において「売上増加」等を見込む場合は、具体的な取組み内容やその効果を左ページに記載してください。

（例）
売上高増加 ・・・リニューアル工事を行い、客室単価（＠○○円の単価アップ）を上昇させる。

原価率低減 ・・・食材を近隣の農家から直接仕入れすることで、仕入価格の低減（年間○○万円のコスト削減）を図る。

販売管理費削減・・・ＩＴ設備の導入で人件費の削減（年間○○万円のコスト削減）を図る。

（２）売上高等の各項目については、（可能な範囲で）具体的な根拠に基づき算出してください。

１．売上高
・宿泊売上＝宿泊・客室単価（円）×宿泊定員・客室数（人・室）×定員・客室稼働率（％）×営業日数（日）

・事業内容に応じて、宿泊売上に「飲食売上」「売店売上」「その他売上（日帰り利用等）」を加算してください。

２．売上原価、販売管理費
・前期実績または今後の取組み等を踏まえた見込値、もしくは『営業状況等統計調査（日本旅館協会）』、
『小企業の経営指標調査（日本政策金融公庫）』等で公表されている経営指標などを参考に算出してください。

３ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた今後の見込み

＜記入のポイント＞

□ 事業計画策定において、設備投資は必須ではありません。

今後の見込みについては、以下の観点などを参考に、現状の課題に対する取組みを検討（記載）してください。

１．経営全般

（課題）経営戦略の策定、ＩＴ化の遅れ、事業の「選択と集中」、事業承継・後継者問題

２．売上・収益

（課題）営業力の強化、販路拡大、市場の競争激化、商品開発力、採算分析、原価・経費の削減、ターゲット見直し

３．人材・マネジメント

（課題）管理者層の育成、必要な人材の採用、店舗マネジメントの向上

４．財務

（課題）設備投資計画の策定、資金繰り計画の策定、売掛金の回収期間長期化、在庫の削減

※ 自社の課題に対する取組みを記載してください。すべての項目を網羅する必要はありません。

□ 自社の置かれた状況、これまでの取組みの効果などを踏まえ、“実現可能な”取組みを検討（記載）してください。

また、取組み内容がもたらす効果について、可能な限り具体的に記載してください。

＜取組みの例＞

（課 題）販路拡大

（取組み）割安なネットエージェントの活用や自社ウェブサイトの見直し（宿泊予約、チャットボットの充実）、

ＳＮＳの積極発信により、直接販売も含め、利益に直結する集客を目指す。

（課 題）資金繰り計画の策定

（取組み）今回の資本性ローンの導入により資本強化を行うことで、民間金融機関からの折り返し資金を円滑に調達し、

資金繰り安定化を図る。

事業計画書の作成にあたり、ご不明な点等がございましたら、公庫職員がサポートいたしますので、
最寄りの支店へお気軽にご相談ください。

一括償還時期（返済期間の最終期限）を含む決算期をご記入ください。

＜最終確認＞
□ 収支見通しや今後の取組予定は、自社の置かれた状況、これまでの取組みの効果等を踏まえた、実現可能なものとなっていますか。

＜記入のポイント＞
□ 新規借入金を記載した場合は、該当する調達先の既存借入金に

反映させてください。

４ 事業の継続・発展を図るために必要な資金

＜記入のポイント＞

□ 民間金融機関等からの協調支援を計画している場合は、事前に民間金融機関等とご相談のうえ、

記入してください（記入する内容は、融資決定前の情報（民間金融機関への相談内容）でも差し支えありません。）。

記入ポイント


